




































































東京都計 6556.46ha 4038.96ha 61.6％
23区内 1220.86 581.18 47.6
西多摩地区 511.30 267.47 52.3
南多摩地区 1704.80 883.18 51.8
北多摩地区 3119.50 2307.13 74.0




































356 發 地 喜久治
表2 調査事例市町村における２世代就業率




戸 ％ 戸 ％ 戸 ％
全 国 3,834,732 100.0 161,955 4.2 101,029 2.6
北海道 95,437 100.0 18,078 18.9 10,682 11.1
清水町 640 100.0 278 43.4 136 21.3
山形県 83,999 100.0 4,495 5.4 3,419 4.1
余目町 1,715 100.0 92 5.3 72 4.2
東京都 20,679 100.0 1,584 7.6 1,340 6.4




番号 後継者世代 父 母 世 代
後継ぎ 配偶者 父 母 計 所有地 借入地 貸付地
1 37基幹
－ －
8 35基幹 31補助 68基幹 6
260a －a －a
2 37基幹 35基幹 67基幹 60基幹 260 260 － －
3 34基幹 33補助 78基幹 75無職 188 188 － －
4 33基幹 － 61基幹 60基幹 177 177 7 7
5 36基幹 29補助 72基幹 70基幹 160 160 － －
6 39基幹 34無職 68基幹 66基幹 160 120 40 －
7 32基幹 32基幹 66基幹 60基幹 150 150
より（1996年３月実施）。
（注
6基幹 145 130 15 －
9 38基幹 29補助 70基幹 68基幹 98 98 － －










































































1 200a 200a 100％ 60a
2 58 58 100 30
3 188 188 100 60
4 157 157 100 10
5 160 160 100 20
6 120 60 50 －
7 100 100 100 －
8 130 130 100 45
9 98 78 80 －






















































番号 時 期 移動区分 面 積 価 格 内 容
6 1986年 売 却 25a 坪38万円 埼玉県Ｎ市役所に運動場用地として
1987年 自己転用 5a － アパート（８世帯分）。
1991年 借 地 40a 無 料 後継者のいない親戚に頼まれて農地が荒れ
ないよう管理している。
8 1995年 自己転用 10a － 駐輪場として市役所に賃貸。地代は年間64
万円（固定資産税額に相当）。
9 1989年 売 却 9a 不 明 新聞社の工場用地。
〃 購 入 18a 〃 代替地として埼玉県Ｔ市の農振農用地区域
の農地を取得した。
10 1993年 売 却 1.6a 坪約70万円 道路用地として東京都に公共買収された。
1994年 自己転用 5a － アパート５世帯分（家賃月10万円）
（出所）実態調査結果より（1996年３月実施）。















番 号 就 農 経 路
農業者年金
制度の加入現 在 就農時
1 37歳 22歳 大学農学部卒業 なし
2 37 20 専門学校卒（造園緑地工学） なし
3 34 22 大学経済学科卒業 なし
4 33 19 調理師専門学校卒 なし
5 36 24 大学卒業（２年間大学浪人） なし
6 39 28 大卒後，２年間信用金庫勤務 なし
7 32 28 薬科大卒後，６年間製薬会社勤務 なし
8 35 22 大学経済学科卒業 なし
9 38 22 大学電気工学科卒業 なし


































































































農業経営 農業以外 農業関係 農業以外
1 後継者 後継者 後継者 後継者 父 父 後継者 後継者 父
2 後継者 後継者 後継者 売買なし 後継者 後継者 父 後継者 父
3 後継者 後継者 後継者 父 父 父 父 後継者 父
4 後継者 後継者 後継者 父 父 父 父 後継者 父
5 後継者 後継者 後継者 父 父 父 父 後継者 父
6 父 後継者 父＋後 父＋後 父＋後 ４人分割 父 父＋後 父
7 後継者 後継者 後継者 父 後継者 父 後継者 後継者 父
8 後継者 後継者 後継者 父 後継者 父 父 後継者 父
9 後継者 後継者 後継者 父 後継者 後継者 父 後継者 父
10 父 後継者 父＋後 父 父 父 父 後継者 父＋後
（出所）実態調査結果より（1996年３月実施）。
表11 農業後継者への労働報酬の分配方法
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男による農業経営の継承は，土地資産の管理権の継
承と分離・先行して行われていた。両者は，本来的
には一体であったはずであるが，開発利益の発生に
より乖離することになったと考えられる。しかし，
一方では農地の土地資産価値の上昇と永続的な保全
を義務付けた生産緑地制度及び相続税納税猶予制度
という制度的枠組みが，家の土地資産を保全する主
体として農業後継者の就農を促すという構造にも
なっている。とは言え，土地資産の活用による不動
産収入に大きく傾斜した場合には家業としての農業
を継続するインセンティブは低くなるであろうか
ら，清瀬市のように農業経営の担い手として後継者
が確保されるためには，地域農業の基盤が強固であ
ることと不動産収入の比重が小さいことが条件とな
ると考えられる。
調査事例に見られた就農過程では高学歴ではある
が，当初から家の後継ぎとして就農することを受け
入れている場合が多く，農業経営の主体として経営
改善にも積極的に取り組んでいた。また，一方では
就農するつもりはなかった場合でも土地資産の保金
のために農外就業を辞めて就農した者もあった。こ
のことから，清瀬市の事例は都市化地帯における農
地保全と農業経営の担い手の存在形態の一つとして
位置づけることができるのである。
注
⑴ 「農業経営の規模および部門構成と経営継承の
関連性に関する研究」（平成６年度～平成８年度
科学研究費補助金研究成果報告書・研究代表者
發地喜久治），1997年．
「北海道における農業経営継承の問題点と対策」
（平成９年度ホクサイテック財団研究支援事業
研究成果報告書・研究代表者柳村俊介），1998
年．
⑵ 發地喜久治「生産緑地制度と地域グリーンシス
テム」，農政調査委員会刊，1995年．
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